
第８  粉末消火設備の設置等に関する指導基準  

 

１  趣旨  

  この基準は、粉末消火設備の設置及び維持に関し、令、規則及び条

例に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

２  容器置場  

  容器置場は、「 第 ６  不 活 性 ガ ス 消 火 設 備 の 設 置 等 に 関 す る 指 導

基 準 （ 以 下 「 不 活 性 ガ ス 消 火 」 と い う 。 ） 」 ３ （ １ ） か ら （ ３ ）

及 び （ ５ ） か ら （ ７ ） ア までに準ずるほか、次によること。  

（１）容器置場には、「粉末消火設備貯蔵容器置場」及び「立入禁止」

  の表示をすること。  

（ ２ ） 貯 蔵 容 器 に は 、 次 の 表 示 を 設 け る こ と 。  

 

３  配管等  

  配管等は、「不活性ガス消火」４に準ずるほか、配管の構造、機能

は、次によること。  

（１）同時放射した場合に、噴射ヘッドの放射圧力が均一になるように、

 噴射ヘッドの取り付け枝管に至るまでの配管をトーナメント方式

 とすること。  

（２）規則第２１条第４項第７号へのただし書の措置とは、【図１】の

配管の組合わせ又は特別継手を用いる場合をいう。  

【図 １ 】  



（３）配管径に対する最小流量は、次表によること。  

（４）定圧作動装置は、認定品又は「粉末消火設備の定圧作動装置の基

準」（平成７年告示第４号）に適合すると認められるものとするこ

と。  

４  自動車車庫等の放射区域等  

  自動車車庫等の放射区域等は、次によること。  

（１）放射区画  

車両が駐車するための柱、はり又は壁で囲まれた部分に、その前

面の車路（車両の駐車する場所が車路をはさんで両側にある場合は、

当該車両の中央線までの面積とする。）の部分を加えた床面積で１

００㎡以上の部分を一放射区画とすること。  

（２）粉末貯蔵容器の設置個数  

２以上の放射区画が相接する場合は、粉末貯蔵容器を２ユニット

設置するものとし、相互に受け持つこととなる放射区画は、【図２】

によること。  

 

（３）貯蔵粉末薬剤量  

  粉末貯蔵容器を２ユニット設置することとなる場合は、それぞれの

 容器の受持つ放射区画のうち、最も大きい放射区画の床面積１㎡につ

 き、５．７２ｋｇで換算した量以上とすること。  

５  制御盤  

制御盤は、「不活性ガス消火」５（２）（エ中「閉止弁の開閉操作

 手順」を除く。）から（４）に準ずること。  

６  火災等の表示装置  

火災等の表示装置は、「不活性ガス消火」６（（１）を除く。）に

 準ずること。  

【図 ２ 】 



７  音響警報装置  

  音響警報装置は、「不活性ガス消火」７に準ずること。  

８  起動装置  

  起動装置は、次によること。  

（ １ ） 全 域 放 出 方 式 の 起 動 は 、 次 に よ る こ と 。  

ア  全 域 放 出 方 式 の 起 動 は 、手 動 式 と す る こ と 。た だ し 、防 火 対

   象 物 が 無 人 の 場 合 又 は 手 動 式 に よ る こ と が 不 適 当 な 場 所 に 設

   け る も の に あ っ て は 、 自 動 式 と す る こ と が で き る 。  

イ  点 検 等 で 防 護 区 画 内 が 有 人 と な る 場 合 に は 、手 動 式 に 切 り 替

   え ら れ る こ と 。  

（ ２ ） 自 動 式 の 起 動 装 置  

ア  感 知 器 は 、粉 末 消 火 設 備 専 用 の も の と し 防 護 区 画 ご と に 警 戒

   区 域 を 設 定 し 、 規 則 第 ２ ３ 条 及 び 第 ２ ４ 条 に 準 じ て 設 け る こ

   と 。    

イ  感 知 器 又 は そ の 直 近 に は 、粉 末 消 火 設 備 専 用 で あ る こ と が 明

   確 に 区 別 で き る 表 示 を す る こ と 。  

（ ３ ） 手 動 式 の 起 動 装 置  

  「 不 活 性 ガ ス 消 火 」 ８ （ ３ ） ア 及 び イ に 準 ず る ほ か 、 手 動 式 の

 起 動 装 置 に は 、 見 や す い 個 所 に 次 の 例 の よ う な 表 示 を 設 け る こ と 。 

ア  手 動 式 の 起 動 装 置 の 表 示  

 

イ  注 意 事 項 の 表 示  

 



９  保 安 措 置  

  保 安 措 置 は 、 次 に よ る も の と す る 。  

（ １ ） 全 域 放 出 方 式 の 防 護 区 画 に は 、 す べ て の 出 入 口 の 見 易 い 位 置

  に 、 消 火 剤 放 射 時 に 消 火 剤 が 放 射 さ れ た 旨 を 表 示 す る 次 の 例 の

  よ う な 表 示 灯 を 設 け る と と も に 、 表 示 回 路 の 配 線 が 当 該 防 護 区

  画 内 を 経 由 す る 場 合 は 、 耐 火 配 線 と す る こ と 。  

   ま た 、 表 示 灯 の み で は 効 果 が 期 待 で き な い と 認 め ら れ る 場 合

  に は 、 赤 色 の 回 転 灯 の 附 置 等 の 措 置 を す る こ と 。  

 

（ ２ ） 全 域 放 出 方 式 の 防 護 区 画 に は 、 防 護 区 画 の 主 要 な 出 入 口 等 の

  見 や す い 位 置 に 、 次 の 例 に よ る 表 示 を 設 け る こ と 。  

 

（ ３ ） 全 域 放 出 方 式 の 防 護 区 画 内 に は 、 見 や す い 位 置 に 次 の 例 に よ

  る 表 示 を 設 け る こ と 。  

ア  音 響 警 報 装 置 が 音 声 の 場 合  

 

 

 

 

 

   

 



イ  音 響 警 報 装 置 が サ イ レ ン 、 ベ ル 等 の 場 合  

 

（ ４ ）全 域 放 出 方 式 の 起 動 装 置 の 放 出 用 ス イ ッ チ 又 は 引 き 栓 等 の 作 動

  か ら 貯 蔵 容 器 の 容 器 弁 又 は 放 出 弁 の 開 放 ま で の 時 間（ 以 下「 遅 延

  時 間 」と い う 。）は 、次 に よ る も の と し 、遅 延 時 間 の 調 整 用 ダ イ

  ヤ ル が 容 易 に 変 更 で き る も の に あ っ て は 、設 定 後 シ ー ル 等 で 調 整

  用 ダ イ ヤ ル を 固 定 す る こ と 。  

  ア  通 常 無 人 と な る 防 護 区 画 に あ っ て は 、遅 延 時 間 を ２ ０ 秒 以 上

   と す る こ と 。  

  イ  人 が 勤 務 し 又 は 、 監 視 の た め に 入 る 防 護 区 画 に あ っ て は 、

 ４ ０ 秒 以 上 と す る こ と 。 た だ し 、 防 護 区 画 内 の 人 が 有 効 に 避

 難 す る こ と が 確 認 で き る 場 合 に あ っ て は 、 そ の 時 間 （ ２ ０ 秒

 以 上 ） と す る こ と が で き る 。  

10 防護区画   

  全域放出方式の粉末消火設備を設置した防護区画は、「不活性ガス

消火」 10 に準じ、（５）については、窒素、ＩＧ－５５及びＩＧ－

５４１を放射するものに準ずること。  

11 移動式の粉末消火設備  

  移動式の粉末消火設備は、「不活性ガス消火」 16（１）から（４）

 に準ずるほか、次の例によること。 

（ １ ） 名 称 の 表 示  

 

 

 

 

 



（ ２ ） 使 用 方 法 の 表 示  

 

（３）開放式の機械式駐車場（昇降機等の昇降装置により車両を収容さ   

せるものをいい、工作物に限る。）に移動式粉末消火設備を設置す   

る場合は、原則として、すべての車両の直近に容易に到達でき、有    

効に放射できるよう、機械式駐車場の各段に消火足場を施設するこ  

と。この場合の消火足場は、消火活動上及び避難上支障ないよう、 

次により設置すること。なお、消火足場を各段に設置しなくても、 

すべての車両に直接有効に放射できる場合には、２段毎に設置する  

ことができる。【図３ー１、２】  

ア  消火足場は、消火活動上及び避難上支障のない強度を有するこ  

 と。  

イ  消火足場の天井高さは概ね２ｍ以上で、消火足場及びこれに通  

 じる階段の有効幅員は６０ｃｍ以上とし、柵を設ける等転落防止  

 措置を講じること。  

ウ  消火足場の各部分から異なる２方向以上の経路により地上に  

 避難することができること。  

エ  地上から消火足場までの経路をはしごとする場合は、各段の昇  

 降口が、直上段の昇降口と相互に同一垂直線上にないように、ま  

 たは、柵を設ける等落下防止措置を講じること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  【 図 ３ー １ 】  

 

 

 

 

 

 

 

 



【図 ３ ー ２】  

 

 

（４）上下昇降式の機械式駐車場で、垂直の系統ごとに出し入れする方   

式のものの地下部分（地下２段までのものに限る。）は、地上部分   

に設置した移動式粉末消火設備から有効に放射できるよう、次によ  

り設置すること（建築物の内部に設けるものは、地下１段までのも  

のに限る。）。【図４】  

  ア  地下１段用  

（ア）車両１台あたりのパレットに短辺１０ｃｍ、長辺１ｃｍのノ  

  ズル放射口を２個以上対角線になるように設置すること。  

（イ）ノズル差込口の付近には、ノズル放射口である旨の表示をす  

  ること。  

 

 



イ  地下２段用  

  地下１段目は地下１段用と同様とし、地下２段目は、次による  

 こと。  

（ア）車両１台あたりのパレットに短辺１０ｃｍ、長辺１５ｃｍの  

  ノズル放射口を２個以上対角線になるように設置すること。  

（イ）放出口は、噴射ヘッド方式とすること。  

（ウ）ノズル放射口と放出口の接続は、鋼管とすること。  

（エ）ノズル放射口は、消火剤の漏れがない構造とすること。  

（オ）ノズル放射口の付近には、ノズル放射口である旨の表示をす  

  ること。  

 

 【図４】  

 

 

 

 

 

 



附  則  

この基準は、平成２２年４月１日から適用する。  

附  則  

この基準は、令和７年４月１日から適用する。  

 


